
ビジネスモデル特許を活用し、解決策提案型事業の促進を図る

INPIT知財総合支援窓口加速的支援レポート

会社名 株式会社フジワラテクノアート
所在地 岡山県岡山市北区富吉2827-3
従業員 159名
資本金 3,000万円
売上高 54.7億円（2024年3月）
業 種 醸造機械・食品機械・バイオ関連機器のメーカー

支援を受けてできるようになったこと

今後の事業展開の展望

支援を受けるにあたって掲げた事業上の目標

加速的支援を受けた事業や商材

1933年の創業以来、岡山市に拠点を構
え、醸造機械のトップメーカーとして発展
してきた。特に固体培養技術に優れ、高品
質な発酵食品の生産を支えている。
2018年に長期成長を見据えた「開発ビ
ジョン2050」を掲げ開発活動を積極的に
進めているが、解決策提案型事業を推進
するため、特定分野の専門企業や産学官と
の協業により事業化を加速する協業ス
キーム「微生物インダストリープラット
フォーム」を立ち上げた。
これにより、培養条件の最適化、スケール
アップ、工場建設、事業化に至るまで、顧客
からの要望に対して一貫してサポートでき
る体制を構築した。

Before

After

Future

◼ 自社が構築した「微生物インダストリープラットフォーム」の権利化を行い、権利を活
用することにより、解決策提案型事業を推進させたい。

◼ 事業化に向けたステージゲートで、各ステージにおいて必要となる知財的判断を明
確にすることにより、知財の活用及びクリアランス体制強化を図りたい。

◼ 「微生物インダストリープラットフォーム」に関するビジネスモデル特許出願と関連す
る商標出願を行うことができ、権利活用の考え方も整理することができた。

◼ 事業化に向けたステージゲートにおいて、知財の判断を行う仕組みを整えることが
でき、更に知財マネジメントを強化するための事業・研究開発・知財による三位一体
の活動体制を整えることができた。

◼ 「微生物インダストリープラットフォーム」についてのビジネスモデル特許の活用を図
り、プラットフォームに参加する顧客を増やすことで事業拡大を図る。

◼ 事業化に向けたステージゲートにおいて、三位一体の活動体制が根付くことにより
知財の活用を図り、企業価値を更に高めていく。

【出典】株式会社フジワラテクノアート特設サイト
https://lp.fujiwara-jp.com/platform/



支援を受け
た事項

支援を通じてできるようになったこと 活用専門家

事業戦略策定

• 「微生物インダストリープラットフォーム」について、専門家と
ビジネスモデル構築等の検討を行い、プラットフォームに参
加する顧客への提供価値やその訴求方法等を明確にするこ
とができた。

弁理士
企業OB（研究
開発マネジメン
ト専門家）

研究開発戦略
策定

• 事業化に向けたステージゲートにおいて、各ステップでどの
ような知財上の判断が必要となるか明確化でき、更に各ス
テップでリーンキャンバスを活用する手順を明確にすること
ができた。

企業OB（研究
開発マネジメン
ト専門家）

知財戦略策定

• 「微生物インダストリープラットフォーム」に関するビジネスモ
デル特許出願と関連する商標出願を行うことができ、権利活
用の考え方も整理することができた。

• ビジネスモデル特許出願の準備を行う過程で、ビジネスモデ
ル特許の特徴についての理解が進み、活用方法が明確と
なった。

弁理士

知財管理体制
整備

• 事業・研究開発・知財の三位一体の知財活動に対する理解が
深まり、事業化に向けた開発プロジェクトで、知財担当、営業
担当が入った三位一体の体制で進めていくことになった。

企業OB（知財
戦略専門家）

加速的支援を通じて受けた支援と支援を通じてできるようになったこと

取り組んだ
課題

課題に取り組んだ背景・理由

事業戦略策定
「微生物インダストリープラットフォーム」を活用して解決策提案型事業を展開
するにあたり、自社の技術の強みや顧客への提供価値等を明確にする必要が
ある。

研究開発戦略
策定

解決策提案型事業を行うにあたり、社内のステージゲートにおける知財上の
判断プロセスを強化する必要がある。

知財戦略策定
プラットフォームを活用した解決策提案型事業の検討と併せて、プラット
フォームを対象としたビジネスモデル特許を取得し、自社の魅力を知的財産
として捉えて活用するための戦略構築が必要である。

知財管理体制
整備

今後解決策提案型事業を拡大する際に、自社の知的財産を的確に保護・活用
できるような組織体制の仕組みづくりを検討・着手しておく必要がある。

加速的支援を実施するにあたって整理した課題

支援チーム紹介
主担当専門家：弁理士 藤掛宗則
活用専門家：企業OB（研究開発マネジメント専門家）、企業OB(知財戦略専門家)、弁理士
知財総合支援窓口担当者：岡山県知財総合支援窓口 大橋和彦
PO（プログラムオフィサー）：百瀬隆 掲載日：２０２６年６月
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